
政策提言要旨 

 

 

 

 

・人口減少と少子高齢化の進行により、地域経済の縮小が懸念されている。・

・地域経済循環分析では、地域外から獲得する所得（地域外貨）が減少傾向にある。・

・阿久根大島をはじめとする魅力ある地域資源が十分に経済効果へ結び付いていない。・

・今後は交流人口や関係人口の拡大を通じて、地域外から新たな消費を呼び込む必要がある。

1．人口減少と地域経済の縮小

2．地域外貨獲得力の低下

現状分析 

現状分析から見える課題 

課題解決の方向性 

阿久根大島を核として、「環境保全」「観光」「教育」「関係人口」「地域産業」を相互に結び

付けることで、環境価値と経済価値が循環する仕組みを構築する。行政だけでなく、市民、事

業者、教育機関など多様な主体が連携しながら、地域資源の価値を高め、持続可能な地域づく

りを推進する。 

政策提言 

政策テーマ：リジェネラティブＡＫＵＮＥ 

 地域一丸となって、自然環境を再生し、人とのつながりを再生し、地域経済を再生する。そ

の循環を生み出すこと。 

提言① ブルーカーボンプロジェクト 

藻場やサンゴなどの海洋資源を活用した環境保全活動を推進するとともに、Jブルークレジ

ット創出やウニ畜養事業などを通じて、新たな地域産業と地域外貨獲得につなげる。・ 

提言② 華の50歳組との連携 

阿久根市独自の伝統である「華の50歳組」と連携し、環境保全活動への参加や情報発信、

寄附・企業版ふるさと納税の活用などを通じて、関係人口の拡大を図る。 

提言③ 観光振興施策 

民間資本を活用した宿泊施設整備や体験型観光の充実を図り、阿久根大島を通年型・環境

配慮型の観光拠点へ発展させる。 

目指す姿 

環境保全によって地域資源の価値を高め、その価値を観光や教育、地域産業へ展開し、生ま

れた経済効果を再び環境へ還元する好循環を実現する。 

「自然を活かし、自然とともに地域が成長するまち」。これが本提言の目指す「リジェネラティ

ブＡＫＵＮＥ」である。 

目指す姿 
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 政策提言の要旨 

 UKINISUMプロジェクト～やっぱり、宇城に住む。～ 

現 状 

・熊本県宇城市は熊本市のベッドタウン、県内トップの子育て支援の

裏に深刻な人口減少（社会減約   人／年）

・子育て世帯が南から北へ移動（熊本市・宇土市への転出、八代市・

天草市からの転入）

・合併前の旧不知火町から大幅な人口流出、旧松橋町（  ～  歳女

性）・旧小川町（  ～  歳男性）の若い世代が人口流出

・住宅着工件数・宅地割合が熊本市や宇土市と比較して少ない

現 状 

課 題

5年後、人口社会増へ転換 

（目標達成指標 R7年 -41人 → R12年 ＋24 人 ） 

政 策 

提 言 

効 果

①子育て世帯のニーズに合う

住環境の不足 

②地域への「愛着・原体験」の不足

③転出後の接点・復帰環境の不足

④情報発信力・ブランディングの不足

【基本方針】「熊本一」こどもにやさしいまちの実現 

【最上位規範】宇城市こどもにやさしいまちづくり条例 

【参画・意見反映】 

こども・若者にやさ

しいプロジェクト 

↓ 

こどもの声を、まち

づくり施策へ反映し

宇城市へのシビック

プライドを醸成 

【経済・住環境支援】 

子育て世帯定住応援

金、多世代近居・同居

応援金 

↓ 

宇城市に縁のある人の

Uターン促進、市外転

出を食い止め定住へ 

【認知・共感創出】 

シティ・プロモーシ

ョン強化 

↓ 

宇城市の子育て環境

と住みやすさを戦略

的に PRし選ばれる

まちへ 

熊本市・宇土市への若者の人口流出 
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高齢者の社会的孤立予防 

～プレシニア期から育む地域とのつながり～ 

政策提言の概要 

背景整理 １．家族形態の変化（単身世帯の増加）やコミュニティの希薄化により、従来

の家族や地域による見守り、支え合いの機能が弱まり、高齢者の社会的孤立

のリスクが高まっている。 

２．行政だけで課題を解決することは難しく、地域住民や民間事業者など多

様な主体が連携した支え合いの仕組みづくりが必要となっている。 

３．高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、孤立してか

ら支援するのではなく、孤立を未然に防ぐ取組への転換が求められている。 

課題整理 １．プレシニア期からの早期介入 

２．見守り体制の再構築、新しい「支え合う関係」の構築 

３．新しいコミュニティ・プラットフォームの構築

事例調査 １．孤立させない地域づくりに向けた早期介入の視点 

２．多様な主体の連携による地域全体で支える仕組みづくり 

３．地域とのつながりの再構築 

課題解決の 
方向性 

１．プレシニア期からの０次予防への転換 

２．多様な主体が連携した地域参加の仕組みづくり 

３．行政主体から地域との協働による孤立予防へ

政策提言 １．地域との接点不足➡プレシニア期からのつながりづくり➡ 

地域コネクトパスを導入し、継続的な情報提供と参加のきっかけを創出 

２．コミュニティの希薄化➡趣味・関心を通じた交流促進➡ 

住民主体の「まちラボ」により仲間づくりと居場所づくり 

３．地域との接点・居場所の不足➡多様な参加機会の確保➡ 

地域資源と連携し、気軽に参加できる場を拡充 

４．担い手不足・共助機能の低下➡地域活動への参加促進➡ 

地域を支える人材の育成と活動参画の循環を構築➡主体的な役割の創出 

５．参加継続の難しさ➡参加意欲の向上➡ 

ポイント制度を活用し、継続的な地域参加を後押し 

効果 １．望まない孤立をさせない地域 

（１）誰もがつながり、支えあう地域

（２）ゆるやかな見守りができる地域

（３）望まない孤立を防ぐ地域

２．自分らしい生活を続けられる地域

（１）仲間を作り、地域の役割を持てる地域

（２）身近な人の変化に気づける地域

（３）必要な支援が届きやすい地域
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政策提言の概要 

亀山市の現状 

【地 理】 ①東西交通の結節点としての地理的条件を有している。

②リニア中央新幹線の三重県駅の候補地として挙げられている。

【人 口 動 態】 平成２２年をピークに減少に転じており、今後も減少が続く見込みである。 

【公 共 施 設】 ①平成の大合併以降、公共施設の集約が進んでいない。

②建築後４０年以上経過した公共施設が全体の 45.3％を占めている。

【財 政】 ①歳入は、平成２０年度からの１６年間で自主財源が約１９％減少している。

②歳出については義務的経費が増加しているほか、労務単価や物価の上

昇の影響により物件費や維持補修費が増加している。

【中心市街地】 ①東町商店街は、近年は空き店舗が増えている。

②現在の市役所は、おおむね 10 年以内に移転することが決定している。

課題整理 

【課題１】 中心市街地の魅力不足 

東町商店街は、空き店舗の増加や施設の老朽化により魅力が低下している。買い物機能

のほか、子どもや若者が日常的に過ごせる場所が不足しており、求心力が弱まっている。 

【課題２】 公共施設の分散 

旧亀山市と旧関町の合併以降、それぞれが整備してきた類似施設を引き継いでおり、行

政機能は大きく分散し、組織運営の非効率化と市民の利便性低下を招いている。 

政策提言 

【提言１】  「カメヤマクルワ」の整備 

都市機能が集積する「未来がつなぐエリア」と、歴史や自然を生かした「歴史がはぐくむエ

リア」を一体的に再生し、「未来の利便性と歴史の豊かさが共鳴する中心市街地『カメヤマク

ルワ』」の実現を目指す。

【提言２】 エリアプラットフォームの設立・運営 

カメヤマクルワの実行性を確保するために「市町村都市再生協議会」および「都市再生推

進法人」を設立・設置を推進する。 

【提言３】 公共施設の再編 

保育園・幼稚園およびコミュニティセンターの施設を再編する。 

効果 

① 東町商店街・市役所跡地周辺における歩行者数の増加

② 東町商店街における空き店舗率の減少

③ 中心市街地における市民満足度（利用満足度）の向上

④ 公共施設総延床面積の削減

⑤ 保育園・幼稚園・コミュニティセンターの施設集約による財政負担の軽減
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海老名市の 

現状整理 

・人口増加と行政需要の多様化により業務量が増え続けている。

・人口１万人当たりの職員数は 62.2 人で神奈川県内最少である。

・採用辞退者が多く、職員の増加が見込めない。

・一部の部署において慢性的に多くの時間外勤務が発生している。

・DX ツールは既に複数導入されているがあまり活用されていない。

意 識 調 査 
・業務改善（DX）について班員７市の職員にアンケート調査を実施

・海老名市と７市の意識について分析

課題の整理と 

解決の方向性 

１ 業務改善に取り組む時間と人員の捻出 

２ 導入済みツールをフル活用できる高度技術人材の育成 

先進地調査 
・東京都板橋区（DX人材育成、伴走支援）

・福岡県八女市、神奈川県横浜市（庁内副業制度）

政策提言 

「業務改善人材の育成・活用の制度化による「余白」の創出」 

～市民サービスの向上に向けて～ 

１ デジタル化を推進する人材育成研修制度の創設 

  改善手法を学ぶ研修と、実践に取り組む時間を一体的に確保するこ

とで、業務改善を着実に実行できる人材を育成・活用する。計画 1、２

年目で、外部人材を活用し研修やツール開発を伴走支援し、最終的に

ツールの開発や運用を内製化できる人材を育成する。

２ プロジェクトチームによる業務改善×DXを推進 

研修で得た知識をプロジェクトチームで実践し、業務改善によって

創出した「余白」を、市民サービスの向上や政策立案など、より付加

価値の高い業務へ振り向ける。 

効果 

１ 勤務時間数の削減 

5 年間（令和 13 年度末まで）で職員全体の勤務時間（時間外勤務含

む）を延べ 2万時間削減。 

２ 創出した時間を市民サービスへ還元 

5 年間（令和 13 年度末まで）で全庁において DX ツールによる改善を

除いた業務改善及び新しい取組を 100 件実施 

政策提言の概要 
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